
 

新 潟 産 業 大 学 大 学 院 学 則 

 

制定  平成１６年３月２５日 

 

第 1 章   総      則 

 

（目的） 

第１条  新潟産業大学大学院（以下「大学院」という。）は、教育基本法及び学校教育

法の定めるところにより、高度で専門的な経済学、経営学の理論及び応用の教授研

究を通じて、地域経済および地域社会の振興発展に寄与する高度専門職業人、指

導的産業人を育成する。また、東アジア諸国・地域が抱える多様な課題についての総

合的な理解のうえに、我が国とりわけ地域社会と東アジア諸国・地域との友好的・持続

的発展に貢献できる人材を育成する。 

 

  （所在地） 

第２条  大学院は、新潟県柏崎市大字軽井川 4730 番地に置く。 

 

 

第２章  研究科、専攻、収容定員、修業年限及び在学年限  

 

  （研究科、専攻） 

第３条  大学院に次の研究科及び専攻を置く。 

               経済学研究科 経済分析・ビジネス専攻 

２  経済学研究科は、その基礎を経済学部に置く。 

 

  （課程） 

第４条  大学院における課程は、修士課程とする。 

２  修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又  

 は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

 

  （収容定員） 

第５条  大学院の収容定員は次のとおりである。 

研究科 専攻 入学定員 収容定員 

経済学研究科 経済分析・ビジネス専攻 10 名 20 名 

 

  （修業年限及び在学年数） 

第６条  大学院の修業年限は２年とする。 

２  修士課程の在学年数は、４年を超えることができない。 
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第３章  学年、学期及び休業日 

 

  （学年） 

第７条  学年は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。ただし、秋学期入学生について

は、１０月１日に始まり、翌年９月３０日に終る。 

 

  （学期） 

第８条  学年を２学期に分けて、次のとおりとする。 

         春学期       ４月１日から９月 30 日まで 

         秋学期      10 月１日から翌年３月 31 日まで 

 

  （休業日） 

第９条  休業日は次のとおりとする。 

  １．日曜日 

  ２．国民の祝日に関する法律に規定する休日 

  ３．本学の創立記念日（６月２日） 

  ４．夏季休業日   ７月 25 日から９月 15 日まで 

  ５．冬季休業日  12 月 25 日から１月７日まで 

  ６．春季休業日   ３月 20 日から４月４日まで 

２  学長は、必要ある場合には、前項の休業日を臨時に変更し、又は同項に定めるもの 

 のほか、臨時に休業日を定めることができる。 

 

 

第４章  教育課程及び履修方法 

 

  （授業科目及び単位数） 

第１０条  研究科において開設する授業科目及び単位数は、別表（一）に定めるところ

による。 

 

  （単位の計算方法） 

第１１条  授業科目の単位は次の基準による。 

  １．講義及び演習については、毎週１時間１５週の講義をもって１単位とする。 

  ２．実習及び実技については、毎週２時間１５週の講義をもって１単位とする。 

  

  （履修方法） 

第１２条  修士課程の修了の認定に必要な最低単位及び履修方法は、別表（二）に定   

  めるところによる。 
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 （教職課程） 

第１３条 教育職員免許法（昭和 24年法律第 147号）の規定により、大学院修了後中学

校又は高等学校の教員の免許状を得ようとするもののために教職課程を置く。 

２ 本学大学院において、教職課程の履修により取得できる免許状の種類は次のとおり

とする。   

研究科 専攻 免許状の種類 教科 

経済学研究科 
経済分析・  

ビジネス専攻 

中学校教諭専修免許状 社会 

高等学校教諭専修免許状 公民 

３ 教職課程に関し必要な事項は別に定める。 

 

 （教育方法の特例） 

第１４条 学長は、教育上特別の必要があると認められる場合には、本学大学院研究科

委員会（以下「研究科委員会」という。）の議を経て、夜間その他特定の時間又は時期

において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

 

  （他の大学院の授業科目の履修） 

第１５条  学長は、教育上有益と認めるときは、研究科委員会の議を経て、他の大学が

設置する大学院（以下「他の大学院」という。）との協議に基づき、学生に当該大学院

の授業科目を履修させることができる。 

２  学長は、前項の規定により学生が修得した単位を、研究科委員会の議を経て、１0

単位を超えない範囲で、大学院の修士課程の修了要件となる単位として認定すること

ができる。 

 

  （入学前の既修得単位の認定） 

第１６条  学長は、学生が本学大学院に入学する前に他の大学院（外国の大学院を含

む。）において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得し

た単位を含む。）について、教育上有益と認めるときは、研究科委員会の議を経て、 

１0 単位を超えない範囲で本学大学院における授業科目の履修において修得した単

位として認定することができる。 

 

  （規程への委任） 

第１７条  前７条に規定するもののほか、教育課程及び履修方法等に関し必要な事項

は、学長が別に定める。 
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第５章  課程修了の認定及び学位 

 

（単位の授与) 

第１８条  授業科目を履修した者には、評価のうえ所定の単位を認定する。 

 

  （成績の評価） 

第１９条  成績評価の評語及び評価点は、Ｓ（90点～100点）、Ａ（80点～89点）、Ｂ（70

点～79点）、Ｃ（60点～69点）、Ｄ（59点以下）とし、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃを合格とし、Ｄを不合格

とする。 

 

（修士課程の修了） 

第２０条  修士課程の修了の認定は、修士課程に２年以上在学し、30 単位以上を修得

し、かつ、修士論文または課題研究レポートの審査に合格した者については、研究科

委員会の議を経て、学長が修了を認定する。ただし、在学期間に関しては、優れた業

績をあげた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。 

 

  （学位の授与） 

第２１条  前条第１項により修了を認定された者に、学長は修士の学位を授与する。 

２  学位及び学位の授与等に関する必要な事項は、別に定める新潟産業大学学位規 

程による。 

 

 

第６章  入学、休学、復学、退学及び除籍 

  

  （入学の時期） 

第２２条  入学の時期は、学年の始めとする。ただし、特に必要と認めた場合、学期の区

分に従い入学することができる。 

 

  （入学資格） 

第２３条  大学院に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 

  １．大学を卒業した者 

  ２．学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

  ３．外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

  ４．文部科学大臣の指定した者 

  ５．大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課程を修了  

   した者で、大学院が所定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者 
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  ６．その他研究科委員会において、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認め

た者 

 

  （入学志願の手続） 

第２４条  大学院に入学を志願する者は、入学願書に所定の入学検定料及び別に定め

る書類を添えて、所定の期間内に学長に願い出なければならない。 

 

  （入学者の選考） 

第２５条  前条に定める入学志願者には、試験その他の選考を行い、研究科委員会の

議を経て、合否を決定する。 

 

  （入学手続及び入学許可） 

第２６条  前条の選考にもとづき合格の通知を受けた者は、指定の期日までに所定の書

類を添えて、学長に提出するとともに、所定の入学金、授業料その他の学納金を納付

しなければならない。 

２  学長は、前項の入学手続を完了した者に対し、入学を許可する。 

 

  （休学） 

第２７条  疾病その他の事由により、引き続き３ヶ月以上修学することができない者は、

保証人連署の休学願を学長に提出し、学長の許可を得て、休学することができる。 

２  疾病のため特に必要と認めた者については、学長は休学を命ずることができる。 

３  学納金を所定の納期までに納付しない者に対し、学長は休学を命ずることができる。  

 

  （休学期間） 

第２８条  休学は、引き続き１年を超えることができない。ただし、特別の理由がある者に

ついては、学長の許可を得て、さらに１年を限度として引き続き休学することができる。 

２  休学期間は、通算して２年を超えることができない。 

３  休学期間は、在学年数に算入しない。 

 

  （復学） 

第２９条  休学者が復学しようとするときは、復学願を提出して、学長の許可を得なけれ

ばならない。 

２  復学は学期の始めからとする。 

 

  （退学） 

第３０条  退学しようとする者は、その事由を明らかにし、退学願を提出して、学長の許

可を得なければならない。 
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  （除籍） 

第３１条  次の各号のいずれかに該当する者は、研究科委員会の議を経て、学長が徐 

籍する。 

１． 在学年数を超えた者 

２． 休学期間が満了し復学の見込のない者 

３． 授業料その他の学納金の納付を怠り、催促を受けてもなお納付しない者 

４． 死亡又は長期間にわたり行方不明の者 

 

  （規程への委任） 

第３２条  前５条に規定するもののほか、休学、復学、退学及び除籍に関し必要な事項

は、学長が別に定める。 

 

 

第７章  再入学、転入学、転学及び留学 

 

  （再入学） 

第３３条  正当な事由で退学した者が再入学を願い出たときは、選考のうえ学長が許可

することができる。この場合には、既に履修した授業科目の全部又は一部について、

学長が再履修を命ずることができる。 

２  除籍された者が再入学を願い出たときは、前項に準ずるものとする。 

３  再入学を許可された者は、所定の入学金を納付しなければならない。 

４  再入学の許可は、退学又は除籍後２年以内のものに限って行われる。 

   

  （転入学） 

第３４条  他の大学院から大学院に転入学を志願する者があるときは、定員に余裕があ

る場合に限り、選考のうえ学長が許可することができる。 

２  転入学を許可された者の既修得単位等の認定は、研究科委員会の議を経て学長

が行う。 

 

  （転学） 

第３５条  大学院から他の大学院に転学を志望する者は、学長の許可を得なければなら

ない。 

 

  （留学） 

第３６条  外国の大学院等に留学しようとする者は、学長の許可を得なければならない。 

２  前項の許可を得て留学した期間は、第６条に定める修業年限に算入する。 
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  （規程への委任） 

第３７条  前４条に規定するもののほか、再入学、転入学、転学及び留学に関し必要な

事項は、学長が別に定める。 

 

 

第８章  学納金及び入学検定料 

 

  （学納金及び入学検定料） 

第３８条  学納金の種類、金額及び入学検定料は、別表（三）に定めるところによる。 

 

  （学納金の納期） 

第３９条  入学金以外の学納金は、年額を分割して、次の納期に所定額を納付しなけ

ればならない。ただし、入学時の学納金は、入学手続に定める指定期日とする。 

春季納期    ４月１日より４月２０日まで 

         秋季納期    １０月１日より１０月２０日まで 

２  前項の定めは、年額を一括して入学学期の納期に納付することをさまたげない。 

３  入学金は、入学手続に定める指定期日に全額を納付しなければならない。 

 

  （休学中の授業料） 

第４０条  休学者については、休学期間中に納期の到来する授業料及び施設設備費を

免除する。 

２  前項により免除される授業料及び施設設備費を既に納付した休学者に対しては、そ 

の授業料及び施設設備費を還付する。 

３  第２７条第１項により休学する者は、休学が許可になった日から１週間以内に、つぎ 

の休学在籍料を納付しなければならない。ただし、特別な事情がある場合、休学在籍

料を半額減免することができる。この半額減免の許可は、研究科委員会の議を経て学

長が行う。 

     休学在籍料（休学期間が１学期につき）   ２０，０００円    

 

  （学納金の還付） 

第４１条  既納の入学検定料、入学金、授業料及び施設設備資金は、前条第２項の場

合を除き、いかなる事情があっても還付しない。ただし、入学手続に定める指定期日ま

でに、返還の申請手続きを行った場合は、授業料及び施設設備資金を還付する。 
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第９章  組     織 

 

  （教職員） 

第４２条  大学院に新潟産業大学専任の教授、准教授、講師、助教及び事務職員を置

く。 

 

（研究科長） 

第４３条  研究科に研究科長を置く。 

２  研究科長は、研究科の専任教授をもって充てる。 

３  研究科長の選考については、学長が別に定める。 

 

  （研究科委員会） 

第４４条  研究科に研究科委員会を置く。 

２  研究科委員会は、研究科長及び研究科の授業を担当する専任教員をもって構成し、

研究科長がこれを招集して、その議長となる。 

３  研究科委員会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うにあたり、審議し意見  

を述べるものとする。 

  １．研究科の教育課程及び授業に関する事項 

  ２．研究科の学生の入学、復学、及び除籍に関する事項 

  ３．研究科の学生の再入学、転入学に関する事項 

  ４．研究科の学生の試験、学位論文の審査、修了及び学位授与に関する事項 

  ５．研究科の学生の指導、厚生補導及び賞罰に関する事項 

  ６．研究科長の選考に関する事項 

４  研究科委員会は、学長が決定を行うにあたり、学長及び研究科長の求めにより、次

に掲げる事項について、審議し意見を述べることができる。 

  １．研究科の学生の留学、休学、退学、転学に関する事項 

  ２．その他、学長等が教育研究に関して諮問した事項 

  ３．研究科教員の人事に関する事項 

５  研究科委員会に関する規程は、学長が別に定める。 

 

 

第１０章  賞      罰 

 

  （表彰） 

第４５条  学生として表彰に値する行為があったときは、研究科委員会の議を経て、 

学長がこの者を表彰することができる。 
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  （懲戒） 

第４６条  大学院の学則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があったときは、

研究科委員会の議を経て、学長がこの者を懲戒する。 

２  前項の懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

３  前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対し行われる。 

  １．素行不良で改善の見込がないと認められる者 

  ２．正当な事由がなくて出席常でない者 

  ３．研究意欲がなく、本課程修了の見込がないと認められる者 

  ４．本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者  

 

 

第１１章  そ  の  他 

 

  （科目等履修生及び聴講生） 

第４７条  本学大学院の学生以外の者が、特定の授業科目について履修することを志

望するときは、本学の教育研究に支障のない限り、選考のうえ、学長は科目等履修生

または聴講生として入学を許可することができる。 

２  科目等履修生に関し必要な事項は、学長が別に定める。 

３  聴講生に関し必要な事項は、学長が別に定める。 

 

（長期履修学生） 

第４８条  本学が行う入学試験に合格した者で、職業を有している等の事情により、修 

  業年限及び在学年数を超えて一定期間計画的に本学大学院の教育課程の履修を

希望する者があるとき、本学の教育研究に支障がない限りにおいて、審査の上、学長

は長期履修学生として入学を許可することができる。 

２  長期履修学生に関し必要な事項は、学長が別に定める。 

 

（外国人留学生） 

第４９条  外国人で大学院において教育を受ける目的をもって入国し、本学大学院に 

入学を志願する者については、外国人留学生として試験その他の選考のうえ、学長 

は入学を許可することができる。 

 

  （自己点検・評価） 

第５０条  大学院は、教育研究水準の向上を図るとともに、第１条の目的を達成するた 

め、教育研究、管理運営等について、自己点検・評価を行う。 

２  自己点検・評価については、別に定める新潟産業大学自己点検・評価に関する規   

 程による。 
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  （改正） 

第５１条  この規程の改正は、研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

 

 

 

    附  則 

   この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

     附 則 

   この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

    附 則 

   この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

    附 則 

   この規則は、平成１９年１１月１４日から施行する。 

 

附 則 

   この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

   この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

   この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

   この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

   この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１  この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２  第１９条の規定にかかわらず、平成２５年度以前の入学者の成績評価については、 

 従前の５段階評価（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ）とする。 
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附 則 

   この規則は、平成２６年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

   この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

   この規則は、平成２８年１月１３日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成２８年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 
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別表（一） 第１０条関係          授業科目及び単位数  

（１）経済学研究科＜2014 年度（平成 26 年度）以降入学者対象＞ 

授

業

科

目

の

 

概

要 

授業科目の名称 

授業を 

行 う 

年 次 

単位数 

備 考 必
修 

選
択 

自
由 

経 
 

 

済 
 

 

領 
 

 

域 

ゲーム理論特論 

ミクロ経済学特論Ⅰ 

ミクロ経済学特論Ⅱ 

マクロ経済学特論Ⅰ 

マクロ経済学特論Ⅱ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

 ２ 

２

２ 

２ 

２ 

 

 

 

 

修了要件 

修士課程に２年以上

在学し、30 単位以上を

修得し、かつ、修士論文

または課題研究レポート

の審査に合格すること。

ただし、在学期間に関し

ては、優れた業績をあげ

た者については、１年以

上在学すれば足りるもの

とする。 

 

履修方法 

修士論文または課題研

究レポートの作成を行う

ためには、社会情報分

析領域の科目群から２

単位以上を修得しなけ

ればならない。 

 

 

財政学特論 

金融論特論Ⅰ 

金融論特論Ⅱ 

国際金融特論Ⅰ 

国際金融特論Ⅱ 

国際経済学特論Ⅰ 

国際経済学特論Ⅱ 

産業政策特論 

開発経済学特論Ⅰ 

開発経済学特論Ⅱ 

経済史特論Ⅰ 

経済史特論Ⅱ 

産業特論 

中国経済特論 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

 ２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２

２

２ 

２

２

２ 

 

 

 

 

 

 

 

社
会
情
報
分
析
領
域 

統計学特論 

応用統計分析特論 

計量経済学特論 

社会調査・社会データ解析演習 

ＯＲ・シミュレーション演習 

経済数学特論 

社会学特論 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

 ２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 
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授

業

科

目

の

概

要 

授業科目の名称 

授業を 

行 う 

年 次 

単位数 

備 考 必
修 

選
択 

自
由 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
領

域 

経営情報システム特論 

経営組織特論 

財務会計特論 

経営管理特論 

流通システム特論 

経営史特論 

管理会計特論 

国際経営特論 

国際マーケティング特論 

コーポレート・ガバナンス特論 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

１・２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

 

 

 

共
通
科
目 

経済学外書研究 １・２  ２ 

  

演
習 

演習Ⅰ 

演習Ⅱ 

１ 

２ 

４ 

４ 
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別表（二） （第１２条関係） 大学院の修了要件科目及び単位一覧 

（１）経済学研究科 

科  目  区  分 単 位 数 

 

必 修 科 目    演  習  Ⅰ 

 

              演  習  Ⅱ 

 

選 択 科 目    社会情報分析領域 

 

              そ  の  他 

 

 

   ４  

         ８ 

   ４ 

 

   ２ 

        ２２ 

  ２０ 

 

修了に必要な最低単位数 合 計 ３０ 

 

 

別表（三） （第３８条関係） 学納金及び入学検定料 

（１）経済学研究科 

学納金等の種類 金   額 備 考 

授   業   料 ５００，０００円 年 額 

施設設備資金  ５０，０００円 同 上 

入   学   金   ２１０，０００円  

入 学 検 定 料    ３０，０００円  

備考：在学年数が２年を超えた者は、施設設備資金を免除する。 

 

（２）長期履修学生 

学納金等の種類 金   額 備 考 

授   業   料 ３３，０００円×履修登録単位数  

施設設備資金       ５０，０００円 年 額 

入   学   金        ２１０，０００円  

入 学 検 定 料         ３０，０００円  

備考：施設設備資金は、予定在学年数により均等割りした額とし、予定在学年数を 

超えた者は、施設設備資金を免除する。 
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